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研究成果の概要（和文）：ロシアの都市住宅動向とその特殊性を家計調査データおよびアンケート，インタビュ
ー調査に基づいて分析した。特にロシアで深刻な住宅問題である若年世帯の住宅取得と，住宅ローン利用の問題
に焦点を当てて研究した。ロシアの若年家計の住宅保有・住替動向の中心は，新築・中古住宅購入とともに，賃
貸住宅ではなく両親世代の住宅相続，交換も大きな割合を占めていること，住替にあたっては住宅ローン利用よ
りも，相続，交換によって得た住宅の転売利益が，住宅購入資金源として大きく寄与していることを明らかにし
た。

研究成果の概要（英文）：We analyzed Russian urban housing trends and their special characteristics 
based on household survey data, questionnaire and interview survey. Especially we focused on housing
 acquisition of young households who are serious housing problems in Russia and the problem of 
housing loan use. Along with the purchase of newly built houses and second-hand houses, to a certain
 degree, Russian youth households get the housing by inheritance and exchange of their parent’s 
generation housing, not rental housing. It revealed that the resale profit of the house obtained 
greatly contributed as a source of house purchase funds on their rehousing. Therefore, this fact 
proved that housing loan uses in Russia was lower level than Japan and other countries.

研究分野：ロシア経済研究
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１．研究開始当初の背景 
1992 年にロシアで住宅の私有化が実施さ
れて以降、ロシアの住宅市場が発展してきた
ものの，ロシアの住宅市場研究は世界でもま
だ蓄積が少なかった。道上を含む先行研究は，
ロシアの都市住宅のいわばマクロの変化に
着目してきた。本研究課題では，ロシアの都
市住宅の動向をさらにミクロの変化に踏み
込んで、家計の住宅保有と住替動向を分析し，
その特徴を明示化し，研究の空白を埋めるこ
とが研究開始当初の背景であった。 
 
２．研究の目的 
ロシア家計の住宅保有、住替行動の分析は
ロシア国内においても土地・不動産経済研究
の視点からは十分に解明されているとはい
えず重要である。そこには体制転換を挟み、
住宅取得の困難度に大きな世代間格差があ
る。 
また、ロシアには住宅ローン理解が世代を
通じて未成熟で、このことがロシアの住宅ロ
ーンの低利用をもたらし、中古住宅への需給
の偏重をも引き起こしている。世代間の住宅
取得格差と住宅ローン理解は、ロシアの住宅
市場の特殊性を表すものの一部である。 
これらのロシアの特殊性を、家計の住宅保
有・住替行動に焦点を絞って，（１）ロシア
の家計データから定量的に明らかにし，（２）
家計に対する社会学的調査手法を利用し，イ
ンタビューやアンケート調査によって定性
的に明らかにすることが，本研究の目的であ
る。 
さらに，（３）日本の事例と比較しながら、
ロシアの特殊性をよりわかりやすい形で，ロ
シア，日本，および世界に発表すること，ま
た日露で同根の問題でもある若年世帯の住
宅取得問題の解決策について検討すること
も目的であった。 
 
３．研究の方法 
（１）ロシアが実施している大規模家計調査，
長期家計調査モニタリング調査(RLMS)デー
タやロシア公式統計によるミクロデータを
利用して，若年世帯と他年齢世帯との住宅取
得可能性格差の計測，若年世帯の住宅保有状
況，世代間居住格差，住宅ローン利用度，住
宅購入資金源泉を明らかにした。 
 
（２）小規模インタビュー，小規模アンケー
ト調査による質的調査，社会学的調査によっ
て，（１）のデータ分析結果の解釈を補足し，
より実態把握に迫った。 
 
（３）日露の家計の住宅事情，住宅市場，住
宅政策の比較から，ロシアの問題の位置づけ，
特殊性を明示化する。 
 
４．研究成果 
 本研究課題で得られた成果は，国内外の学
会等で発表し，ロシアでの研究集会において

も一定の評価が得られた。詳しくは以下の項
目に分けて列挙する。 
（１）世代間住宅格差 
雑誌論文①，⑤，図書②，③，学会発表②，
⑦，⑧，⑨ 
住宅事情の世代間格差は，住宅面積では現
れにくく，取得格差としての存在が大きいこ
とが明らかとなった。他方で，中高年層では，
既存住宅のリフォーム資金捻出の問題が負
担となっていることが家計調査データの分
析から明らかとなった。 
ロシアでは市場での住宅取得が困難な若
年世帯においても，持家志向が強く，住宅所
有率が高いことが明らかとなった。ロシアの
都市住宅市場の 8割はマンション，戸建住宅
の販売市場であり，そのうちの 8割以上をマ
ンションが占める。ロシアの民間賃貸住宅は
日本と比較して若年世帯よりも移民労働者
や外国人ビジネスマン等の利用が多いこと
が裏返しの事実として発見された。それでは
ロシアの若年世帯はどのように住宅を入手
しているのか。その方法は，両親世代の住宅
との交換や遺産相続，家族，親類縁者からの
個人住宅の賃貸など，公式統計や賃貸住宅市
場には現れないチャンネルを通じて住宅取
得困難を緩和させていること，住宅購入に際
しては，両親世代から引き継いだ住宅の転売
利益や家族等からの資金援助が大きく，住宅
ローンの割合は3割弱にとどまっていること
が新たな事実として明らかとなった。これは
日本の住宅ローン利用度の水準と比べると
非常に低い利用率であることもロシアの特
殊性である。さらに，こうして利用する住宅
ローンが若年世帯家計にかかる負担が大き
いものであることも示した。 
 
（２）住宅ローン 
雑誌論文③，図書①，④，その他③，学会発
表⑥ 
ロシアの若年世帯の家計に占める住宅費
の負担は，住宅ローン返済が大きくのしかか
っている。住宅ローン利率が 2000 年代から
現在にかけて 10％～15％前後で推移してい
る。特に問題となったのは，外貨建とルーブ
ル建の2種類の通貨で住宅ローンが展開され
たことにあった。2008 年，および 2013 年～
2014 年に発生した金融危機，経済危機によっ
て，ルーブル価値が激しく急落したことで，
外貨建住宅ローン借入世帯の破たん，不良債
権問題が突如発生した。外貨建住宅ローン普
及の背後に，十分なローン返済リスクについ
ての説明や理解が不足していたことも，問題
を深刻化させていたことがわかった。この不
良債権問題をきっかけに，ロシアの住宅政策
は，持家所有を促進する方針から民間の賃貸
住宅を拡大させる方向を追加させる転換を
行うほど，ロシアの住宅政策，住宅市場，住
宅ローン市場を変える大きな転機となった。
今回の経済危機で担保物件処理，不良債権処
理をはじめて経験するロシアでは，憲法や住



宅法に規定されている基本的居住権の保障
との兼ね合いが問題になることを，ロシアの
特殊性として新たに発見した。 
 
（３）日露比較におけるロシアの特殊性と，
ロシアの住宅市場における日本のビジネス
展望 
雑誌論文①，④，図書①，その他①，② 
学会発表②，④ 
 新築住宅の流通だけでなく，中古住宅の流
通が大きいことから，中古住宅の修理，リフ
ォーム需要とその支出負担も大きい。日本と
比較して，既存住宅のメンテナンスとその質
が十分保障されておらず，またリフォームビ
ジネスの質の保障も十分でない。ここに日本
のロシアへのビジネスチャンスがあると考
えられる。 
 新築住宅市場では，ロシア政府，地方政府
の公共事業としての住宅団地開発が重要な
カギを握っており，公共事業に日本企業が参
入できれば，今後成功例が期待される。（２）
でも触れたように，ロシアの住宅問題の解決
には，社会政策とは異なり民間住宅の促進の
面でも様々な形で政府の政策に頼る傾向が
強い特徴も明らかとなった。その原因の一部
は，（２）で指摘したロシアの法理念と，民
間投資資金が不足していること，ロシアの民
間資金循環の脆弱性にある。 
 
（４）研究過程で生じた新たな研究細目課題，
「福利厚生としての住宅」から得られた新た
な知見 
学会発表⑤ 
 ソ連時代の住宅取得のチャンネルの大き
な部分を占めたものが，国有企業の社宅提供
であった。体制転換以降，企業の社宅提供は
大幅に縮小したともに，ロシア企業の福利厚
生政策も市場化，近代化が求められることに
なった。社宅，従業員住宅のその後と現状を
追いかけるとともに，住宅のみならず現代ロ
シア企業の福利厚生一般の現状について，新
たな研究課題として研究を実施し，福利厚生
の発展にも，地域の住宅市場の発展が関係し
ていることを明らかにした。 
 
（５）研究過程で生じた新たな研究細目課題，
「ロシアの賃貸住宅の特殊性，非公式性」「移
民労働者住宅と賃貸住宅市場の流動化と非
公式化」から得られた新たな知見， 
雑誌論文②，学会発表①，③ 
 （１）の中で指摘したように，ロシアの賃
貸住宅市場の需要層のかなりの部分を若年
世帯ではなく，移民労働者が占めており，そ
れが表面化しにくい問題がある。ロシアの都
市住宅市場の特殊性の一つを示しているこ
とから，移民の住宅事情，住宅取得，流通実
態について，国際共同研究加速基金の課題と
してアンケート調査を実施して，その成果を
徐々に発表しているところである。ロシアの
賃貸住宅市場は，不動産会社による流通に加

えて，個人間の非公式の流通が大きく，全体
の流通量の把握が非常に難しいことを明ら
かにした。詳細な分析は今後発表を予定して
いる。 
 
（６）今後の展望 
今後（１）～（２）の問題については既に，
RLMS などのミクロデータ分析を使った成果
論文を投稿中のものが 2本あり，図書所収論
文として 2018 年以降に刊行が予定されてい
る。最終目標としていた研究成果の単著書籍
の発表も企画の一つがすでに出版社の承諾
を得ている。さらに，（３）（４）（５）の課
題については，すでに査読論文として刊行予
定ならびに投稿した論文，図書所収論文とし
て刊行予定の論文などの発表もすでに予定
されている。また，本研究課題を基礎課題と
して採択された国際共同研究加速基金（国際
共同研究強化）の研究課題としても継続して
調査研究を行っており，成果発表や成果論文
を発表しつつある。 
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